


























































































































































































　　西ドイツ（1968年） 24,000 → 9,000（1970年代末）
　　デンマーク（1967年）  1,388 →   273（1970年時点）
































「多目的事務組合（syndicat intercommunal à vocation multiple)」お
よび「広域都市区 (district urbain）」の創設
1966年12月31日法 「大都市圏共同体 (Communauté urbaine)」の創設等
1983年７月13日法 「新都市組合（Syndicats d’agglomération nouvelle）」の創設等


















　「事務とサービスのコミューン間協力（l’intercommunalité de gestion et de 
service）」と呼ばれてきたフランスにおけるコミューン間協力の歴史は長
く、その端緒は上述のように1890年３月22日法が設置を認めた「単一目

























































































































































































出典：  Thomas FRINAULT, Le pouvoir territorialisé en France, Presses Universitaires de 
















































































































































































































































2014–58号法律」64）（以下 MAPAN 法と表記）は、EPCI の近代化の一環とし
て、「一般法メトロポール（Métropoles de droit commun）」と呼ばれる新し
い類型を法制度化するとともに、2010年12月16日法に基づき「メトロポー
ル（Métropole）」の第一号として創設された「メトロポール・ニース・コー


























３） 本稿では、Établissement Public de Coopération Intercommunale に「コミュー
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